
様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人製品評価技術基盤機構（法人番号 9011005001123）の役職員の報酬・給与等
について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

  ②  平成２８年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

別 添 

 当機構の主要事業は、行政執行法人として、経済産業省がその所掌事務とする工業標

準の整備及び普及その他の工業標準化に関すること、計量の標準の整備及び適正な計量

の実施の確保に関すること、生物化学の知見を利用して製造される化学工業品の輸出、輸

入、生産、流通及び消費の増進、改善及び調整に関すること、化学物質の管理に関する

所掌に係る事務に関すること及び所掌事務に関する一般消費者の利益の保護に関するこ

とを遂行する上で、中核的な役割を担い、製品安全、化学物質管理、バイオテクノロジー、

適合性認定、国際評価技術の５分野の事業を経済産業省と連携して実施することである。

役員報酬水準を検討するにあたって、常勤職員数（当機構４１５人）を考慮しつつ、類似事

業として国民生活の安全確保や産業競争力の強化を担っており、比較的同等と認められる

以下の法人を参考とした。 
 
① 独立行政法人工業所有権情報・研修館 … 当該法人は、同じ経済産業省所管の 
独立行政法人として、産業財産権に関する情報の提供といった事業を実施している。 
（常勤職員数８８人、工業所有権に関する情報提供，権利化推進，人材育成業務）。 
公表資料によれば、平成２７年度の法人の長の年間報酬額は17,894千円であり、理事の年
間報酬額は14,409千円であった。 
 
② 独立行政法人国民生活センター … 当該法人は、消費者庁所管の独立行政法人 
であり、国民の消費生活に関する情報収集・提供、商品テストなど、国民生活の安定及び
向上に寄与し、消費者被害の予防と救済に関わる事業を実施している（常勤職員数１２９人、
相談，商品テスト，広報，ＡＤＲ業務等）。公表資料によれば、平成２７年度の法人の長の年
間報酬額は17,979千円であり、理事の年間報酬額は13,010～14,729千円※であった。 
 ※28年度に在籍した理事の合算した年間報酬額 

 
③ 事務次官年間報酬額 … 23,175千円※ 

 ※人事院資料「給与勧告の仕組みと本年の勧告のポイント（平成28年8月）」から抜粋した事務次官の年間報

酬額 

 基本俸給（俸給及び地域手当の月額に１２を乗じて得た額並びに期末手当を加えた額）に、
経済産業大臣から通知された平成２７年度における業務の実績に対する評価結果に応じて、
次の割合を乗じて得た額を業績給として支給した。 
 

    Ｓ評価： １００分の１０            C評価： １００分の２．５ 

    A評価： １００分の７．５           D評価： １００分の零 
    B評価： １００分の５ 



法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

　③ 役員報酬基準の内容及び平成２８年度における改定内容

 役員報酬支給基準は、基本俸給（俸給及び地域手当の月額に１２を乗じ
て得た額並びに期末手当を加えた額）、通勤手当及び業績給から構成され
ている。月額については、独立行政法人製品評価技術基盤機構役員報酬
規程に則り、俸給の月額（895,000円）に地域手当（179,000円）を加算して
算出している。期末手当についても、独立行政法人製品評価技術基盤機
構役員報酬規程に則り、俸給の月額＋地域手当の月額＋（俸給の月額＋
地域手当の月額）×0.2＋俸給の月額×0.25に、６月に支給する場合にお
いては、100分の130.7、12月に支給する場合においては、100分の149.8を
乗じて得た額としている。 
 なお、平成２８年度では、給与法指定職俸給表の改定はなかったため、俸
給の月額の引き上げ等は実施しなかった。 

 役員報酬支給基準は、基本俸給（俸給及び地域手当の月額に１２を乗じ

て得た額並びに期末手当を加えた額）、通勤手当及び業績給から構成され

ている。月額については、独立行政法人製品評価技術基盤機構役員報酬

規程に則り、俸給の月額（706,000円）に地域手当（141,200円）を加算して

算出している。期末手当についても、独立行政法人製品評価技術基盤機

構役員報酬規程に則り、俸給の月額＋地域手当の月額＋（俸給の月額＋

地域手当の月額）×0.2＋俸給の月額×0.25に、６月に支給する場合にお

いては、100分の130.7、１２月に支給する場合においては、100分の149.8を

乗じて得た額としている。 
  なお、平成２８年度では、給与法指定職俸給表の改定はなかったため、
俸給の月額の引き上げ等は実施しなかった。 
  

 役員報酬支給基準は、基本俸給（俸給及び地域手当の月額に１２を乗じて

得た額並びに期末手当を加えた額）、通勤手当及び業績給から構成されてい

る。月額については、独立行政法人製品評価技術基盤機構役員報酬規程に

則り、俸給の月額（575,000円）に地域手当（115,000円）を加算して算出してい

る。期末手当についても、独立行政法人製品評価技術基盤機構役員報酬規

程に則り、俸給の月額＋地域手当の月額＋（俸給の月額＋地域手当の月額）

×0.2＋俸給の月額×0.25に、６月に支給する場合においては、100分の130.7、

１２月に支給する場合においては、100分の149.8を乗じて得た額としている。 

 なお、平成２８年度では、給与法指定職俸給表の改定はなかったため、俸給

の月額の引き上げ等は実施しなかった。 

 非常勤役員手当支給基準は、月額又は日額及び通勤に要する実費から構
成されている。月額又は日額については、独立行政法人製品評価技術基盤
機構役員報酬規程に則り、月額（460,000円）又は日額（54,４00円）としている。 

 なお、平成２８年度では、給与法指定職俸給表の改定はなかったため、俸給

の月額の引き上げ等は実施しなかった。 



監事（非常勤）  非常勤役員手当支給基準は、月額又は日額及び通勤に要する実費から構
成されている。月額又は日額については、独立行政法人製品評価技術基盤
機構役員報酬規程に則り、月額（435,000円）又は日額（51,600円）としている。 

 なお、平成２８年度では、給与法指定職俸給表の改定はなかったため、俸給

の月額の引き上げ等は実施しなかった。 



２　役員の報酬等の支給状況
平成２８年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,254 10,740 5,172
2,148

193
（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

14,417 8,472 4,133
1,694

117
（地域手当）
（通勤手当）

◇
千円 千円 千円 千円

14,411 8,472 4,080
1,694

164
（地域手当）
（通勤手当）

※
千円 千円 千円 千円

（　　　　）
千円 千円 千円 千円

（　　　　）
千円 千円 千円 千円

11,944 6,900 3,323
1,380

341
（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

（　　　　）
千円 千円 千円 千円

4,235 4,180 55 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

（　　　　）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。

注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。

　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

注３：支給総額と各内訳の合計額は端数処理により一致しない。

法人の長

A理事

B理事

D理事
（非常勤）

前職

C理事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名

A監事

D監事
（非常勤）

C監事
（非常勤）

その他（内容）

B監事



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

　監事

　監事（非常勤）

 近年、我が国を取り巻く、急速な少子高齢化や、経済のグローバル化、イノ
ベーションの進展といった国民生活や産業活動の変化の中で、当機構には、
製品等の信頼性・安全性の確保を通じた国民生活の安全の確保や、産業活
動における信頼性・安全性の確保や工業製品等の品質の向上を通じた産業の
発展を支える社会基盤として、国際評価技術分野、製品安全分野、化学物質
管理分野、バイオテクノロジー分野、適合性認定分野のそれぞれにおいて、中
核的業務である関係法令の執行業務・支援業務等を正確かつ確実に実施し、
持続可能な経済発展に貢献していくことが求められている。そのため、当機構
理事長は法人の長として業務を遂行する高度なマネジメント能力及び幅広い
知見が必要とされ、さらに適切な内部統制の下、組織を適正に運営するという
責務をおっており、そのような条件を満たす人材を登用するためには国家公務
員型の法人として、国の試験所、研究所の長又は本府省の局長等の報酬と同
程度の待遇をする必要がある。 
 また、当機構理事長の報酬を、関連する分野の独立行政法人である独立行
政法人工業所有権情報・研修館及び独立行政法人国民生活センターの法人
の長の平均報酬との比較においても、その報酬水準は妥当なものと認められる。 
  

 上記の法人の長の部分で記載したような当該法人の業務を遂行し、理事長
を補佐するためには、高度なマネジメント能力と幅広い知見が必要とされるた
め、国家公務員型の法人として、本府省の局次長、審議官等の報酬と同程度
の待遇をする必要がある。 
 理事の報酬は、また、経済産業政策を支えている法人の役員等と比較考慮
したうえで決定されており、その報酬水準は妥当なものと認められる。 
 

該当者なし 

 当機構が遂行する非常に幅広い業務を監事として監査するためには、監査
報告の作成等監査を実施するための高度な専門能力、幅広い知見と判断力
が必要とされる。そのため、そのような人材を登用するためには公務員型の法
人として、本府省の審議官、部長等の報酬と同程度の待遇をする必要がある。 
 監事の報酬は、経済産業政策を支えている法人の役員等と比較考慮したう
えで決定されており、その報酬水準は妥当なものと認められる。 

 当機構が遂行する非常に幅広い業務を監事として監査するためには、監

査報告の作成等監査を実施するための高度な専門能力、幅広い知見と判

断力が必要とされる。そのため、そのような人材を登用するためには公務員

型の法人として、本府省の審議官、部長等の報酬と同程度の待遇をする必

要がある。 
 常勤監事の報酬年額を年間出勤必要日数（２１日/月×１２月）で除した額
を非常勤監事の報酬日額としており、その報酬水準は妥当なものと認められ
る。 



【主務大臣の検証結果】

 NITEは、国と密接に関連して国民生活の安全確保と経済基盤 
を支えるために製品安全、化学物質管理等の業務を広範に 
行っており、業務を遂行する高いマネージメント能力や幅広い知見 
が求められ、法人の長等にはそれに見合った適切な処遇が必要である。また、
役員報酬には、経済産業大臣による業務実績評価を適切に反映させるしくみ
となっており、今回の報酬額についても、その結果を反映したものであり、適正
であると認める。       
 NITEにおいては、報酬等の支払の基準について、国家公務員の報酬・給与
等を考慮するなど、適正確保に向けた取り組みを行っており、経済産業省とし
てもそうした取り組みを促しつつ、支払水準の適正性について注視していく。 



４　役員の退職手当の支給状況（平成２８年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者無し

千円 年 月

該当者無し

千円 年 月

該当者無し

千円 年 月

該当者無し

千円 年 月

該当者無し

千円 年 月

該当者無し

千円 年 月

該当者無し

千円 年 月

該当者無し

千円 年 月

該当者無し

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。

　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

監事B

監事A
（非常勤）

理事B
（非常勤）

理事B

理事A
（非常勤）

監事A

法人の長

理事A

監事B
（非常勤）

法人での在職期間



５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

理事A
（非常勤）

法人の長

理事A

理事B

監事A
（非常勤）

監事B
（非常勤）

判断理由
該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案率
及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

理事B
（非常勤）

監事A

監事B

 基本俸給（俸給及び地域手当の月額に１２を乗じて得た額並びに期末手当を加えた額）に、
平成２７年度における業務の実績に対する経済産業大臣による業務実績評価結果に応じて、
次の割合を乗じて得た額を業績給とした。 
 
    Ｓ評価： １００分の１０            C評価： １００分の２．５ 
    A評価： １００分の７．５           D評価： １００分の零 
    B評価： １００分の５ 



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項
　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

 当機構職員の給与水準を検討するにあたって、類似した事業を実施している独立行政法

人等のほか、平成２８年国家公務員給与等実態調査又は平成２８年職種別民間給与実態調

査を参考にした。 

 
① 独立行政法人工業所有権情報・研修館 … 当該法人は、当機構と同様に経済産業省
所管の独立行政法人である。産業競争力の強化の観点から知的財産行政の一翼を担って
おり、平成１７年度まで公務員型を維持していた。法人規模については約５分の１の規模（常
勤職員数８８人）となっている。 
② 国家公務員 … 平成２８年度において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均給
与月額は410,984円（平均４３．６歳）となっており、全職員の平均給与月額は417,394円となっ
ている。 

③ 職種別民間給与実態調査において、当機構と同等の規模（１００～５００人）の職種（技術

系係長）の大学卒の平成２８年４月の平均支給額は432,550円（平均４２.２歳）となっている。 
 また、当機構では国家公務員と同様に、職務の複雑さ、難易度、職務内容及び責任に応じ
て俸給を決定することを基本に、俸給表に定める職務の級に格付けして管理しており、事業
計画に基づき、人材の効率的・有効活用、適正配置を図ることにより、職員数及び人件費の
厳正な管理を行っている。また、人件費の配分については、事業区分（５分野）及び法人共
通毎にセグメント情報を公表している。 

 当機構においては、設立当時の平成１３年より業績給（業績手当）を導入し、その者の業

績評価結果と勤務態度を勘案し、勤務成績を業績手当へ反映させてきた。平成１７年度

（管理職は平成１６年度）より業績評価３を標準とする５段階評価を実施し、その業績率は国

家公務員の勤勉手当に係る成績率に準じて見直してきた。 
 業績手当及び業績率は、民間の特別給に応じ改定している国家公務員の期末・勤勉手
当の支給割合（月数）に合わせ、勤務実績に応じた給与を推進している。 
 
【業績率】  業績評価 ５  １００分の９０以上 （１００分の１００以上） 
        業績評価 ４  １００分の８５    （１００分の９５） 
        業績評価 ３  １００分の８０    （１００分の９０） 
        業績評価 ２  １００分の７５    （１００分の８５） 
        業績評価 １  １００分の７０以下 （１００分の８０以下） 
           ※（ ）内は、人勧反映後の１２月賞与の業績率 



　③　 給与制度の内容及び平成２８年度における主な改定内容

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

337 45.2 7,356 5,429 169 1,927
事務・技術 人 歳 千円 千円 千円 千円

337 45.2 7,356 5,429 169 1,927

注：常勤職員の区分中の職種、研究職種、医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）、

     教育職種（高等専門学校教員）については、該当者がないため記載を省略した。

注：在外職員の職種については、該当者がないため記載を省略した。

注：任期付職員の職種については、該当者がないため記載を省略した。

注：再任用職員の職種については、該当者がないため記載を省略した。

注：非常勤職員については、該当者がないため記載を省略した。

注：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

うち賞与平均年齢区分

常勤職員

うち所定内
平成２８年度の年間給与額（平均）

総額
人員 うち賞与

 独立行政法人製品評価技術基盤機構職員給与規程等に則り、俸給及び諸手当（職責手

当、扶養手当、地域手当、広域異動手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、時間外

勤務手当、期末手当、業績手当及び寒冷地手当）としている。 
 期末手当については、期末手当基礎額（俸給＋扶養手当＋地域手当＋広域異動手当＋
役職段階別加算額＋管理職加算額）に、６月に支給する場合においては１００分の１２２．５、
１２月に支給する場合においては、１００分の１３７．５を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内
の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。 

 業績手当については、業績手当基礎額（俸給＋地域手当＋広域異動手当＋役職段階別

加算額＋管理職加算額）に業績手当率基準要領に定める基準に従って定める割合を乗じ、

さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た

額としている。 
 なお、国家公務員の給与（行（一）職）との均衡を基本に、平成２８年度実施分では、① 俸
給表の引上げ（平均0.2％）、②地域手当の一部見直し（１級地18.5→20％、２級地
15.5→16％、３級地14→15％、６級地5→6％）、③単身赴任手当の基礎額の引上げ
（26,000→30,000円）及び加算額の引上げ（上限58,000→70,000円）、④業績手当の業績
率の見直し（0.1月引上げ）を実施した。 
 



注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

③ 職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

本部部長 20 56.4 10,183

本部課長 48 53.9 9,205

本部課長補佐 68 50.4 8,283

本部係長 166 42.1 6,442

本部係員 35 28.2 4,109

④ 賞与（平成２８年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

58.4 59.1 58.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

41.6 40.9 41.2

％ ％ ％

         最高～最低 51.3～38.2 49.5～37.6 50.3～38.1

％ ％ ％

59.6 60.4 60.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

40.4 39.6 39.9

％ ％ ％

         最高～最低 42.4～37.2 41.4～36.4 41.8～36.8

②
年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
以下、④まで同じ。〕

平均年齢分布状況を示すグループ

9,161　～　6,538

年間給与額

一律支給分（期末相当）

最高～最低

区分

13,501　～　8,208

10,538　～　7,081

人員

千円

9,091　～　4,080

一般
職員

管理
職員

4,874　～　3,518

一律支給分（期末相当）
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３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

４　モデル給与

・年齢・地域・学歴勘案　　　　     ９６．２

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　  １０４．３

・年齢・学歴勘案　　　　　　　  　１０２．２

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　96.9％】
（国からの財政支出額　7,673,122,074円、支出予算の総額　7,436,218,000
円：平成28年度予算）

【累積欠損額 0円(平成27年度決算) 】

【管理職の割合　16.4％（常勤職員数415名中68名）】

【大卒以上の高学歴者の割合　83.3％（常勤職員数415名中341名）】

【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　23.8％】
（支出総額　13,472,215,935円、給与・報酬等支給総額　3,212,504,497円：
平成27年度決算）

【検証結果】
（法人の検証結果）
独立行政法人製品評価技術基盤機構は、公務員型の独立行政法人として
国に準じた給与体系を採っている。上記に示すとおり、地域・学歴勘案した
場合の対国家公務員指数は96.2となっている。
こうしたことから、給与水準は適切であると考えられるが、引き続き、国家公
務員の給与水準を十分考慮し、適切性を維持する。

・年齢・地域勘案　　　　　　　　 　 ９７．３対国家公務員
指数の状況

項目 内容

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

講ずる措置

＜平成28年度に見込まれる対国家公務員指数＞　104.3
（地域・学歴勘案　96.2）
＜改善策・目標水準＞
国に準じた給与体系及び給与水準を継続・維持する予定。

当機構の年齢勘案の対国家公務員指数が１０４．３と４．３ポイント、年齢・学
歴勘案の対国家公務員指数も１０２．２と２．２ポイント高くなっているが、これ
は、国家公務員の給与水準が全国平均であるのに対し、当機構の給与水
準比較対象職員３３７名中２４６名（７３．０%)が東京特別区（１級地：１９６名）
もしくは大阪市（２級地：５０名）で勤務しており、国よりも地域手当の支給割
合の高い地域に勤務する職員の比率が高いため、対国家公務員指数を引
き上げる要因となっている。なお、年齢・地域・学歴勘案の対国家公務員指
数は９６．２となっており、当機構の職員の給与水準は同条件の国家公務員
指数を下回っている。

（主務大臣の検証結果）
　国に準じた給与体系を採っており、かつ、地域・学歴勘案した場合の対国
家公務員指数は96.2であり、ほぼ同水準であるため、適切である。

　給与水準の妥当性の
　検証

○ ２２歳 （大卒初任給、 独身） 

   月額 188,400 円   年間給与 2,687,000  円 

 
○ ３５歳 （本部係長、 配偶者・子１人） 
   月額 289,300 円   年間給与 4,224,000  円 
 
○ ４５歳 （本部課長補佐、 配偶者・子２人） 
   月額 339,000円    年間給与 7,166,000  円 



５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ　総人件費について

昨年度
平成27年度

当年度
平成28年度

千円 千円

(A)
千円 千円

(Ｂ)
千円 千円

(Ｃ)
千円 千円

(D)
千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

給与、報酬等支給総額
3,208,948 3,191,025

4,688,6914,829,228

退職手当支給額

区　　分

福利厚生費
477,672 499,169

349,294 199,195

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
　　 期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を
　　 記載する。

最広義人件費

非常勤役職員等給与
793,314 799,302

 当機構においては、設立当時の平成１３年より業績給（業績手当）を導
入し、その者の業績評価結果と勤務態度を勘案し、勤務成績を業績手当
へ反映させてきており、業績手当及び業績率は国家公務員の勤勉手当
に係る成績率に準じて見直してきた。 
 今後とも、法人の業務実績評価の結果を適切に反映させ、かつ、民間
の特別給に応じ改定している国家公務員の期末・勤勉手当の支給割合
（月数）を反映させ、勤務実績に応じた給与を推進していく方針である。 

①「給与、報酬等支給総額」の対前年度比の減少は、自己都合退職等
により職員数が減少したことによる。 
 
 「退職手当支給額」対前年度比の減少は、定年退職者の減少による。 
 
 「最広義人件費」の対前年度比の減少は、退職手当支給額の減少によ
るものと認められる。 
 
②「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について」（平成２４年８
月７日閣議決定）に基づき、平成２５年１月から平成２６年７月までに引下
げ完了した。 
 役員に関する退職手当の支給率は、平成２６年度に改定済み。 
   
 職員に関しては、国家公務員退職手当法等の一部を改正する法律（平
成２４年法律第９６号）の適用を受けており、国と同等の支給水準の引下
げを実施済み。 

特になし 


